
第１９回瑞穂町行政評価委員会 次第 

 

日 時 令和２年７月１７日（金）午後２時 

場 所 瑞穂町役場庁舎４階全員協議会室 

 

１ 開 会 

 

２ 議 題 

（１）令和元年度事務事業評価シートの外部評価について 

 ①【介護予防・日常生活総合事業】 

 

 

 

 

 

 

 ②【交通安全施設整備事業】 

 

 

 

 

 

 

 ③【ふるさとづくり推進事業】 

 

 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 



 

　 ●

【長期総合計画における進捗状況評価】※年度終了後に記入

　

　

●

　

　

令和 元 年度事務事業評価シート
№

進
捗
状
況
評
価

説
明

地域包括ケアシステムを支える介護人材育成として
住民を対象に町独自の介護ヘルパー養成研修を実施
した。研修修了者と介護事業所等のマッチングを行
い就業者を生み出せた。また、生活支援事業ニーズ
調査をもとに、地域診断を行い、課題の多い旭が丘
自治会で説明会を実施し、生活支援グループ、運動
グループの自主グループ立ち上げを主導した。

Ａ目標を達成し施策（事業）は完了し、目的の効果を挙げた

Ｂ目標を達成し施策（事業）は完了したが、当初予定してい
た成果とは異なった、もしくは不明

Ｃ順調に進捗し、期待通りの成果をあげている

Ｄ順調に進捗しているが、期待していた成果とは異なる、も
しくは不明

Ｅ当初の計画より遅れている、または取り組んでいない

Ｆ当該事業実施の必要性がなくなった

　総合事業は、各保険者ごとに地域にあった事業を展開することとなっている。そのた
め、町に既存の地域資源を活用し地域との連携を図る必要がある。また、新たな資源の掘
り起こしを行うとともにサービスや提供主体の開発が必要となる。特に総合事業において
は、住民主体の支え合いの体制をつくり、高齢者の社会参画など地域全体で対応したシス
テムを構築し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援を生み出せるかが課題となっ
ている。

民間委託の形態

　内容・目的

（どのようなこ
とを行っている
のか・どのよう
な状態にしよう
としているの
か）

課　題

（どのような問
題があるのか）

担当部署

作成者 中村　徹

一部委託

・平成１２年４月、介護を社会全体で支える介護保険がスタート。
・制度の定着に伴いサービスが充実し、要介護認定者・サービス利用者も増加しつづけている。
・地域における総合的・包括的なマネジメントに力を入れたケアシステムの再構築が求められる。
・平成１８年４月に施行された介護保険制度改正で、制度持続の確保、明るく活力ある超高齢社会の構築、社
会保障の総合化を基本的視点とした制度全般の見直しが行われた。
・改正の柱の一つとして、各保険者は住み慣れた地域で自分らしく暮らせる多様で柔軟なサービス提供を可能
とする新たな体系をめざすこととなった。
・地域における総合的なマネジメントを担う中核機関が必要となった。
・平成２７年４月、介護保険の予防給付から通所介護と訪問介護が地域支援事業へ移行された。
　なお、経過措置により、瑞穂町は平成２９年４月までに実施する。
・平成２７年４月に主となる業務を担う生活支援コーディネーターを配置した。
・平成２７年１１月に瑞穂町生活支援・介護予防サービス事業協議体を設置し、多様な主体・サービスをはじ
めとした新たな制度等について協議・検討を行う。
・平成２８年１０月総合事業を開始する。
・平成２９年４月、多様なサービスである短期集中予防サービスＣを開始する。
・平成２９年１０月、多様なサービスである緩和した基準による訪問型サービスＡを開始する。
・平成３０年４月以降の総合事業の介護事業所の指定事務を東京都から移管される。

高齢者福祉 全部委託

第４次瑞穂町長期総合計画後期基本計画、介護保険法、介護保険法施行令、介護保険法施
行規則、第７期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

事務事業名 介護予防・日常生活支援総合事業

事
業
概
要

介護予防の推進 事業期間 平成２７年度～

　平成２７年４月施行の介護保険制度の改正に伴い瑞穂町では、介護予防・日常生活支援
総合事業（以下、「総合事業」）を平成２８年１０月から開始した。
　総合事業では、団塊の世代が７５歳以上となる平成３７（２０２５）年に向け、介護が
必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるように市町村が中心と
なり介護だけでなく、医療や予防、生活支援、住まいを包括的に提供する地域包括ケアシ
ステムの構築の一端を担っていく。
　地域住民と協働により高齢者を地域で支えるという仕組・体制を構築していく。
　また、高齢者自らがサービスの受け手から地域住民とともにサービスの担い手になり高
齢者を支えるという意識の変革を図っていく。

分野名

　　経　緯

（いつからどの
ように始まった
のか）

福祉部　高齢者福祉課　高齢者支援係

大項目 高齢者の生きがいづくり 実施計画書掲載 ○

小項目

根拠計画及び
根拠法令

１－１ 

 



 

　 ●

【長期総合計画における進捗状況評価】※年度終了後に記入

　

　

●

　

　

大項目 町道の整備と適切な維持管理 実施計画書掲載 ○

小項目

根拠計画及び
根拠法令

事務事業名 交通安全施設整備事業

事
業
概
要

適切な維持管理 事業期間

　住民からの設置要望あるいは現地調査により、設置が必要と判断した箇所に交通安全施
設を設置。道路照明灯については、灯具の腐食により落下の危険がある箇所について、順
次取替を実施。道路反射鏡の破損等についても取替を行っている。また、警察からの要望
も含め、区画線の消えている箇所について引き直しを実施し、事故の未然防止をはかる。

分野名

　　経　緯

（いつからどの
ように始まった
のか）

都市整備部（局）建設課（館）管理係担当部署

作成者 石塚　幸雄

一部委託

　平成 ２ 年度まで　地域振興課で事業実施
　平成 ３ 年度から　建設課で事業実施
　平成２６年度から　道路照明灯を順次消費電力及びＣＯ２排出量の少ない、環境に配慮
したＬＥＤ道路照明灯に交換を実施。
　福生警察署、学校、ＰＴＡ、教育委員会等と連携をはかり、通学路の安全確保を目的
に、合同パトロール等を実施し必要な箇所にカラー舗装やガードパイプ、ポストコーンを
設置し、児童の安全確保に努めている。

道路 全部委託

　交通安全施設等整備事業の推進に係る法律、道路標識、区画線及び道路標示に関する命
令、第４次瑞穂町長期総合計画後期基本計画

Ｃ順調に進捗し、期待通りの成果をあげている

Ｄ順調に進捗しているが、期待していた成果とは異なる、も
しくは不明

Ｅ当初の計画より遅れている、または取り組んでいない

Ｆ当該事業実施の必要性がなくなった

　区画線やカラー舗装は、舗装の傷み具合や交通量に左右され長持ちしない。
　道路照明灯は、灯具を設置する共架柱（東京電力、ＮＴＴ）がない区間への設置要望が
ある。また、古い灯具の多くに腐食が見られる。
　道路反射鏡を設置すると、目視を行わず事故につながることもある。

民間委託の形態

　内容・目的

（どのようなこ
とを行っている
のか・どのよう
な状態にしよう
としているの
か）

課　題

（どのような問
題があるのか）

令和 元 年度事務事業評価シート
№

進
捗
状
況
評
価

説
明

　通学路の危険箇所の点検・調査を福生警察署や関
係各課等と実施していく中で、安全対策が必要な箇
所については、警察と調整を図りなから、区画線、
カラー舗装等の設置を行っていく。また、道路照明
灯については、引き続き基金等を活用し、順次ＬＥ
Ｄ化を進めて行く。

Ａ目標を達成し施策（事業）は完了し、目的の効果を挙げた

Ｂ目標を達成し施策（事業）は完了したが、当初予定してい
た成果とは異なった、もしくは不明

２－１ 

 



年度

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「成果」「今後改善すべき点」「今後の方向性」は年度終了後に記入
　

●

　

　

●

　

　

　

●

　

　

Ａ拡大

●Ｂ現状のまま継続

　Ｃ手段等の見直し

　Ｄ縮小

　Ｅ廃止・休止

　Ｆ完了・終了

【事業の
適正性】※シート作成時に記入

●必要である
必要ではない

　必要である
●必要ではない

　 Ａ新規予算計上 　 Ａ新規予算計上

　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う

Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う

● Ｄ前年どおりの維持 ● Ｄ前年どおりの維持

　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う 　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う

　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う 　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う

　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う 　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う

【連携内容・意見等】※シート作成時、その後は随時記入

元 事務事業名

Ｃ継続事業　

Ｄ規模を縮小していく事業　

年　度
目　標

説
明

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業　

年　度
成　果

Ｃ検討中

Ｂ一部実施

内容
・
方法

主　管　課

今　後
改善すべき点

Ａ実施済（中）

今後の方向性
説
明

　通学路をはじめ、町民の安全を重視した道路の改善を図っていく必要がある。また、必要に
応じて交通安全施設の設置、修繕を図っていく。

Ｄ未実施

　町長への手紙、各課への問合せや電話等で交通安全施設の設置についての要望が多い。また、議員を通じて地域から
の要望も増加している。

　予算については、厳しい財政事情を考慮して設置箇所の選
定を慎重に行い、効果をあげている。

引き続き、交通安全施設設置箇所の選定を慎重に行うととも
に、国や都、諸団体等からの補助金の確保に努める必要があ
る。

人員増の必要性

町民・議員・
各種団体から
の意見等

評
　
価

　事業実施については、住民からの設置要望箇所（設置効果
ありと考えられる箇所）を最優先としている。また、道路照
明灯においては、平成２２年度から水銀灯８０Ｗ以上の照度
が確保でき、ランプの寿命が水銀灯より長いセラミックメタ
ルハライドランプに改修。施工にあたっては、資格を有する
業者との契約により実施。平成２６年度からは、長寿命化に
対応するため道路照明灯を順次ＬＥＤ照明に交換している。

査　定

他課等との
連携内容

総　括

評
　
価

予算
・
人員

　地域課、福生警察署、福生警察署管内協議会と、交通規制等について連携している。また、地域課、学校教育課、福
生警察署と通学路や交通安全施設の安全点検を随時実施している。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

　関係機関との連携をはかり、交通事故の減少、未然防止等を推進する
ために交通安全施設を設置する。また、道路照明灯の経年劣化による落
下防止及び電力の削減のための交換を実施。

　予定していた、区画線設置工事、車道分離標、道路照明灯設置工事及
び新設の道路反射鏡設置工事について全て実施できた。

地域課や福生警察署と連携し、住民からの交通安全施設の設
置や修繕の要望に迅速に対応する必要がある。
道路照明灯の経年劣化による落下防止及び電力削減のため、
計画的にＬＥＤ灯への交換を進める必要がある。

　通学路等危険箇所の早期発見に努め、児童や町民の安全で快適な通行
を確保していく。

危険個所の早期把握に努めるとともに、歩道やガードパイ
プ、道路照明灯、カーブミラーなどの交通安全施設設置およ
び道路のカラー舗装や自転車ナビマーク設置を推進し、安全
の確保に努める必要がある。

　交通安全施設の設置により、交通事故防止が期待できるこ
とから、交通安全推進事業担当者である、地域課、関係機関
との連携をはかり、交通ルールを遵守するよう交通安全思想
の普及により交通事故防止効果を更に向上させる。

民間活力導入の必要性

説
明

説
明

№

都市整備部（局）建設課（館）管理係担当部署交通安全施設整備事業

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ａ目標を上回って達成できた。

２－２ 



【評価指標】

【予算・決算等の状況】

【住民等との協働に関する状況】

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働できない

該当に●を入力 シート事業全部の場合、シート事業全部に「●」を入力

一部の場合、事業名を入力

272 255 259 220

142 確認中164 152 171 143

行政連絡委員との連絡体制が構築されてい
ることにより、道路照明灯の球切れ交換や
修繕など、迅速に対応できている。一部

シート事業全部

協働による効果
（見込み）

道路照明灯修繕依頼書

（行政連絡委員）
協働状況
（予定）

協働事業名
（予定）

●

通学路
の安全
点検を
毎月実
施。

福生警察署と通学路の安全点検を実施し、安全
対策が必要な箇所について、警察と調整をはか
りながら、区画線、カラー舗装、道路反射鏡の
設置を行っていく。また、継続して、道路照明
灯のＬＥＤ化を進めて行く。

同左 同左

道路照
明灯の
ＬＥＤ
化開始

道路照
明灯の
ＬＥＤ
化継続

通学路
の安全
点検を
毎月実
施。

通学路
の安全
点検を
毎月実
施。

59,452

123

Ｈ26

Ｈ27 Ｈ28

事務事業名 交通安全施設整備事業

担当部署 都市整備部（局）建設課（館）管理係

2,460

7,000

14,00014,000 14,000 9,130 7,130

10

14,0008,030

10 10 115 115 1021

行評要求

45,00045,000

26,360

48,000 33,000

73,010

1,650

73,010 73,010

Ｒ3

指
標
②

指標名 交通事故件数

交通事故件数は1月～12月の件数。
福生市は減少傾向にある。
（毎年8月刊行　警視庁交通年鑑（表
2-28）より（地域課））

コメント

他自治体の状況 自治体名 福生市

目　標　値

指
標
①

207

Ｈ26

単位

実　績　値 単位 件

他自治体の状況

指標名 交通事故件数

交通事故件数は1月～12月の件数。
羽村市は減少傾向にある。
（毎年8月刊行　警視庁交通年鑑（表
2-28）より（地域課））

コメント

11,415

5,5177,495

13,456

5,811

69,272

4,895

4,276 8,349

45,90041,000

決算額

880 1,870

40,500

年度 Ｈ26

18,072

10,957

事業費

地方債及びその他の特定財源

都支出金

国庫支出金

車線分離標

決算額

交通安全施設修繕

内
訳

一般財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

区画線・カラー舗装

道路照明灯（H26～LED）

道路反射鏡

コメント

5,888

5,670

4,790

228

Ｈ27

228207 179211

Ｈ28

67,045

区画線・道路反射鏡

Ｒ2 Ｒ3

69,953

Ｈ29 Ｈ30

共架柱建設分担金

防護柵（ガードパイプ）

カラー舗装

Ｒ元

64,985 62,985 52,82166,028 73,010

196 134

900 6001,650 1,6501,950 900

48,00045,000 45,000

1,650

45,000 40,000 45,000

23,083 64,377 24,585 19,078 26,360 26,360 16,085 14,085 19,221 26,360

決算額 決算額 決算額 行評要求 実計掲載 行評要求当初要求 査定後 決算額

49,94049,000 49,00041,18045,360 49,680 49,940 38,973 49,000 49,000

72 0

4,752 3,000 3,000 0 0 3,0000 3,000

14,030

6,029 7,0007,000 7,000 5,800 5,800 5,797

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ2 Ｒ3

Ｒ元

134

Ｒ2

211 179 196

Ｈ29 Ｈ30

223 確認中

羽村市

№

（単位：千円）

目　標　値 単位

実　績　値 単位 件

自治体名

２－３ 



年度

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「成果」「今後改善すべき点」「今後の方向性」は年度終了後に記入
　

　

●

　

　

●

　

　

●

　

　

●Ａ拡大

　Ｂ現状のまま継続

　Ｃ手段等の見直し

　Ｄ縮小

　Ｅ廃止・休止

　Ｆ完了・終了

【事業の
適正性】※シート作成時に記入

●必要である
必要ではない

●必要である
　必要ではない

　 Ａ新規予算計上 　 Ａ新規予算計上

　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う

● Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う ● Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う

　 Ｄ前年どおりの維持 Ｄ前年どおりの維持

　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う 　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う

　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う 　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う

　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う 　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う

【連携内容・意見等】※シート作成時、その後は随時記入

№

福祉部　高齢者福祉課　高齢者支援係担当部署介護予防・日常生活支援総合事業

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ａ目標を上回って達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

　必要とされるサービスの構築が行われ総合事業が運営されている。ただ、地
域の力で高齢者を支える地域ケアシステムの多様なサービスについてはまだま
だ育成が必要となっている。国の基準に基づく住民主体による通いの場等の構
築を図っていく。

　町独自のヘルパー養成研修を実施し、１６名の修了者を生み出し、介護
人材の育成を図れた。また、生活支援事業ニーズ調査をもとに、地域診断
を行い、課題の多い旭が丘自治会で説明会を実施し、生活支援グループ、
運動グループの自主グループ立ち上げを主導した。

地域住民との協働により高齢者を地域で支えるという仕組・
体制を構築するため、必要とされるサービスの育成に努める
必要がある。
また、各保険者ごとに地域にあった事業を展開するため、地
域との連携を図る必要がある。

　健康を維持し、地域で生活するための身体をつくる運動を中心とした通
いの場の拡大を図る必要がある。

総合事業は、今後事業が進むことによって、事務量が更に増
え、給付と総合事業が混在する難しい事業となっていくこと
が予想される。
高齢者の社会参画など地域全体で対応したシステムを構築
し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援を生み出す
必要がある。

　総合事業について事業を見た場合、事業費が下がっているように見えるが、
これは３年に一度実施している生活支援事業ニーズ調査委託事業（約４８０万
円）が実施されないためである。高齢者は確実に増えており、主に介護保険を
利用する後期高齢者についても前期高齢者を超える状況が目の前まで来てい
る。高齢者を支える６４歳以下の人口が減少している今、介護にかける費用を
無尽蔵に増やすことは出来なくなっている。如何に介護保険料を抑えるかを住
民と共に考える時期に来ている。まずは、自らが出来ることをするとともに、
高齢者が住み慣れた瑞穂町で住み続けられるよう、多様なサービス等を地域の
力と協働で生み出し支援をしてい行く必要がある。

民間活力導入の必要性

説
明

説
明

　平成３０年３月末日をもって総合事業の経過的措置のみなし事業
が終了した。４月からは市町村が独自に展開する総合事業により高
齢者の健康等を守ることになる。町の総合事業のサービスについて
は、必要とされるサービスの育成に努めているが、現状に甘んじる
ことなく、見直しをし必要なサービスの育成、多様なサービスの主
体の育成に努めていく必要がある。介護予防、重度化防止により高
齢者が住み慣れた地域にいつまでも暮らし続けられるよう、また、
地域の力で支える仕組みである地域包括ケアシステムの構築が住民
との協働により今後さらに求められるものとなる。

査　定

他課等との
連携内容

総　括

評
　
価

予算
・
人員

高齢者の健康寿命を伸ばすため、健康課・社会教育課との連携が必要となる。健康体操、栄養、医療等が主な連携事業と
なる。
また、高齢者を支える仕組みづくりにおいて、サークル、ボランティア団体等への周知等を行うため、情報を有する各課
ならびに社会福祉協議会との情報交換が必要となる。

　医療保険のレセプトにあたる給付実績等の確認を市町村が
行わなければならない。平成３０年度において全てが総合事
業に移行したため、毎月１５０件相当のチェックを行う事に
なる。今後は高齢者の増加が更に見込まれているため、人員
の増が必要となる。

今後高齢者の増加により事務量は更なる増加が予想される。
事業内容によって人員の増強が必要な場合は、課内又は部内
での配置換え等による対応を行う必要がある。

人員増の必要性

町民・議員・
各種団体から
の意見等

評
　
価

Ｂ一部実施

内容
・
方法

主　管　課

今　後
改善すべき点

Ａ実施済（中）

今後の方向性
説
明

　高齢者数は、今後も増加の傾向となっている。特に７５歳以上の後期高齢者が増えることに
より要介護・要支援となる人数が増加し、必要とされる費用の増加につながっていく。１歳で
も介護状態等になる年齢を抑えるため介護予防事業が必要となってくる。

Ｄ未実施

元 事務事業名

Ｃ継続事業　

Ｄ規模を縮小していく事業　

年　度
目　標

説
明

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業　

年　度
成　果

Ｃ検討中

１－２ 



【評価指標】

【予算・決算等の状況】

【住民等との協働に関する状況】

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働できない

該当に●を入力 シート事業全部の場合、シート事業全部に「●」を入力

一部の場合、事業名を入力

3,634

№

（単位：千円）

目　標　値 単位

実　績　値

Ｈ28Ｈ27

介護予防・生活支援ニーズ調査委託料 3,601

単位

自治体名

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ2 Ｒ3

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ2

3,720

Ｒ3

12,675

2,443

53 126112 112 120 120 110

606 606157 606606391176

6,345

2,980 2,980 3,060 3,060 1,712

7,739

2,220

7,568

6,633 6,6336,316 6,633 6,633 6,673 6,673 6,295

146 242 242197

67,787

197182 182

42,437 63,95060,330 60,330 58,884 58,884

28

51,049 61,972

決算額 行評要求 実計掲載 行評要求当初要求 行評要求査定後 決算額決算額決算額

10,345 10,345 10,182 10,1821,896 7,613 9,4452,622

40,8217,500 32,6618,387

7,6132,622

15,602

9,439

17,807

43,295

21,730

10,345 10,182

41,040 41,040

10,345

82,420

17,807 17,167

15,081

20,690 20,690

任意事業

Ｒ元

81,466 81,46675,307

旧　一次予防事業

旧　二次予防事業

Ｈ29 Ｈ30

都支出金

国庫支出金

Ｒ2 Ｒ3

18,876

ケアマネジメント

一般介護予防事業

総合事業審査支払手数料

60,893

91

120

6,211

2,680

3,535

高額介護予防・生活支援サービス事業費

訪問指導用備品

内
訳

一般財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

総合事業（訪問・通所型サービス）

総合事業（訪問型サービス・委託）

短期集中　通所型サービス事業委託料

コメント

短期集中　訪問型サービス事業委託料

決算額

年度 Ｈ26

事業費

地方債及びその他の特定財源

決算額

4,155

5,245

3,205

144

6,152

3,790

9 97

44

901

他自治体の状況

1,895

コメント

他自治体の状況 自治体名

指標名

コメント

目　標　値

指
標
①

Ｈ26

単位

実　績　値 単位

指
標
②

指標名

12,096

48,044

86,579 96,42782,420

10,202 10,865

24,192

10,182

81,615

2,980

8,2038,305

43,120

12,095

43,295 44,044

10,202 9,932

2,980

150141 141 144 144

3,697 3,697 3,652 3,652 2,925

149

119

4,424

8,695

158

3,697

4,776

7,739 8,736 8,736

事務事業名 介護予防・日常生活支援総合事業

担当部署 福祉部　高齢者福祉課　高齢者支援係

Ｈ27 Ｈ28

13,006

平成30年3
月末を
もってみ
なし事業
廃止
全てが総
合事業と
なる
町独自の
ヘルパー
養成研修
3年ごとの
生活支援
ニーズ調
査

平成27年度から30年度までの3年間事業として
実施した介護予防リーダー養成事業を再開。
事業期間を2か年とし、新たな介護予防リー
ダーを養成する。
任意事業については、別事業のため平成31年度
から除外する。

地域力に
より介護
予防等高
齢者を支
える仕組
みづくり
を行って
いくが、
高齢者人
口の増に
より経費
の拡大が
懸念され
る。

3年に1
度の介
護予
防・生
活支援
ニーズ
調査を
実施し
高齢者
の健康
等状況
を把握
する。

平成28
年10月
から総
合事業
開始

平成29年4
月短期集
中介護予
防サービ
スＣ、同
年10月か
ら緩和し
た基準に
よる訪問
型サービ
スＡを開
始

協働状況
（予定）

協働事業名
（予定）

●
高齢者が住み慣れた地域で最後まで住み続
けるための住民主体の多様なサービスが生
まれる。今後の地域ケアシステムの育成の
足掛かりができる。

一部

シート事業全部

協働による効果
（見込み）

多様なサービスの創生

Ｈ26
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【長期総合計画における進捗状況評価】※年度終了後に記入

　

　

●

　

　

大項目 文化芸術の振興/観光の振興/行政管理機能の強化 実施計画書掲載 ×

小項目

根拠計画及び
根拠法令

事務事業名 ふるさとづくり推進事業

事
業
概
要

文化財の保護/新たな観光資源の創出/施策連携による効果的な財政運営 事業期間 平成２７年４月～令和３年３月

瑞穂町では、先人達が築いてきた文化や歴史、狭山丘陵をはじめ広大な平地林や農地な
ど、里山を代表する自然が今も大切に残されている。しかし、郷土の歴史や自然など各分
野についてまだ知られていない数多くの魅力がある。ふるさとづくり推進事業では、町民
が再度ふるさとを見直すために、歴史、観光、自然の３つの分野を中心に町民協働で資料
等を収集、基礎分析を行い、今後の教養学術及び地域に根ざす文化の向上を推進する。
①瑞穂町の歴史関係、観光情報関係、自然生物関係の各冊子を町民協働で作成する。
②作成した各分野の冊子を活用し、瑞穂町の魅力を伝える学習の場を提供する。
③（仮称）瑞穂検定を実施し、ふるさとづくり推進のコーディネーターを育成する。
④ふるさと学習みずほ学と連携し、児童、生徒に瑞穂町の魅力を伝える。

分野名

　　経　緯

（いつからどの
ように始まった
のか）

教育部　図書館　文化財担当担当部署

作成者 鳥海　和正

一部委託

・平成26年11月28日　まち・ひと・しごと創生法の公布及び施行
・平成26年12月27日　「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」の創設、同日閣議
                    決定
・平成27年1月20日　地方創生に関する国の相談窓口設置
・平成27年1月30日　平成26年度補正予算（国）衆議院議決
・平成27年2月3日　 平成26年度補正予算（国）参議院議決
・平成27年3月5日　 国との事前審査を経て実施計画本提出
・平成27年3月17日　「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」申請
　　　　　　　　　　（地方創生先行型）
・平成27年3月18日　「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」申請
　　　　　　　　　　（地方消費喚起・生活支援型）
・平成27年3月31日　「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」確定額通知受理
・平成27年8月 　　　ふるさとづくり推進事業　開始
・平成28年3月　　　 瑞穂町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定
・平成28年3月　　　 ふるさと図鑑（歴史編）・ふるさとガイド（観光編）作成
・平成29年3月　　　 ふるさと図鑑（自然編）作成
・平成30年2月　　　 瑞穂町ふるさとづくり推進プロジェクトチーム設置要綱制定
・平成30年9月～12月 瑞穂ふるさと大学開校（歴史コース・観光コース・自然コース）

文化・芸術/観光・イベント/行財政運営 全部委託

まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）　第１０条第１項

Ｃ順調に進捗し、期待通りの成果をあげている

Ｄ順調に進捗しているが、期待していた成果とは異なる、も
しくは不明

Ｅ当初の計画より遅れている、または取り組んでいない

Ｆ当該事業実施の必要性がなくなった

平成28年3月に策定した瑞穂町まち・ひと・しごと創生総合戦略により、地域独自のニー
ズに伴う地方創生人材を育成・確保する必要がある。ふるさとづくり推進事業を推進する
に当たり、観光・歴史・自然の３つの分野を中心に作成した「ふるさと図鑑」により、固
有の自然や歴史、文化、観光資源等を町民との協働で今一度深く掘り下げ再発見する。ふ
るさとの誇りを多くの人に伝え郷土愛を育むために事業を推進する必要がある。
ふるさと学習みずほ学と連携し、瑞穂町の魅力を小・中学生に伝えていく必要がある。

民間委託の形態

　内容・目的

（どのようなこ
とを行っている
のか・どのよう
な状態にしよう
としているの
か）

課　題

（どのような問
題があるのか）

令和 元 年度事務事業評価シート
№

進
捗
状
況
評
価

説
明

前年度に引き続き、町の歴史や観光、自然について
学ぶことができる「瑞穂ふるさと大学」を開校し、
各分野において講座と地域めぐりを実施した。ま
た、ふるさとづくり推進事業の最終目的であるコー
ディネーター育成に向け実施した「瑞穂ふるさと検
定」では、検定合格者に検定合格認定証を交付し
た。

Ａ目標を達成し施策（事業）は完了し、目的の効果を挙げた

Ｂ目標を達成し施策（事業）は完了したが、当初予定してい
た成果とは異なった、もしくは不明
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年度

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「成果」「今後改善すべき点」「今後の方向性」は年度終了後に記入
　

●

　

　

●

　

　

　

●

　

　

Ａ拡大

●Ｂ現状のまま継続

　Ｃ手段等の見直し

　Ｄ縮小

　Ｅ廃止・休止

　Ｆ完了・終了

【事業の
適正性】※シート作成時に記入

●必要である
必要ではない

　必要である
●必要ではない

　 Ａ新規予算計上 　 Ａ新規予算計上

　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う

　 Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う 　 Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う

● Ｄ前年どおりの維持 ● Ｄ前年どおりの維持

　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う 　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う

　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う 　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う

　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う 　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う

【連携内容・意見等】※シート作成時、その後は随時記入

元 事務事業名

Ｃ継続事業　

Ｄ規模を縮小していく事業　

年　度
目　標

説
明

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業　

年　度
成　果

Ｃ検討中

Ｂ一部実施

内容
・
方法

主　管　課

今　後
改善すべき点

Ａ実施済（中）

今後の方向性
説
明

ふるさとづくり推進のコーディネーター育成に向け、「瑞穂ふるさと大学」及び「瑞穂ふるさ
と検定」事業を継続する。また、次世代を担う子どもたちへの郷土愛の醸成を図るために「ふ
るさと学習みずほ学」との連携を継続する。

Ｄ未実施

平成28年第1回定例会で一般質問があり、「総合的にふるさとづくりの面では、企画部並びに個々の施策では、教育委員
会や都市整備部などがかかわることから、地方創生担当として配置する予定はなく、必要に応じて若手のチームを編成
するなど、対処する。」と答弁している。

事業実施については新規施策であり、国費が見込めない昨
今、直営での対応が必須であるなか、現有職員数では厳しい
ものがある。全庁的な取り組みと捉え、各課と連携しながら
対応していく必要がある。

人員については現状維持が原則であるが、ふるさとづくり推
進事業については、主管分野の枠にとらわれず、各課と連携
しながら進める必要がある。

人員増の必要性

町民・議員・
各種団体から
の意見等

評
　
価

平成２７年度から２８年度で「ふるさと図鑑（観光編・歴史
編・自然編）」を作成し数多くの魅力を再発見した。平成２
９年度に講演会、平成３０年度に「瑞穂ふるさと大学」を実
施し町の魅力を伝えることができた。平成３１年度は（仮
称）瑞穂検定を実施し、コーディネータを育成する。
ふるさと学習みずほ学と連携し、各学校の要望にあった講師
を派遣し、瑞穂町の魅力を子供たちに伝える。

査　定

他課等との
連携内容

総　括

評
　
価

予算
・
人員

企画課（戦略策定）、産業課（観光分野）と連携して事業を推進するとともに、庁内ＬＡＮ等を通じ全庁的に情報を共
有する。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

・（仮称）瑞穂検定を実施し、コーディネーターを１名以上育成する。
・ふるさと学習みずほ学と連携し、小・中学生用に瑞穂町の多くの魅力を伝え
る。

コーディネーター育成のため実施した「瑞穂ふるさと検定」では、17人
の方が検定に合格した。また、ふるさと学習みずほ学と連携では、講師
を派遣し瑞穂町の多くの魅力を伝えた。

この事業は、町の魅力を再発見するとともに、ふるさとの誇
りを多くの人に伝え郷土愛を育むものである。この事業に
は、住民の参加が不可欠であり、引き続き地域コーディネー
ター育成の取組みを続けていく必要がある。

ふるさとづくり推進のコーディネーター育成後の、けやき館を拠点とし
た活動内容等について検討する必要がある。また、教育委員会が推進す
る「ふるさと学習みずほ学」と連携し、次世代を担うこともたちの育成
も重要となる。

地域特性に応じた施策の充実・強化を図り、魅力ある資源を
住民に伝える必要がある。瑞穂ふるさと大学、（仮称）瑞穂
検定で育成された地域コーディネーターや教育委員会が推進
する「ふるさと学習みずほ学」と連携し施策を進め、郷土愛
の醸成を図る必要がある。

町民が再度、私たちのふるさとを見直すために、観光・歴
史・自然の３つの分野について作成した図鑑を基に、たくさ
んの魅力ある資源を町民に伝え、郷土愛を育むことを目的と
して「ふるさとづくり推進事業」を実施する。また、町独自
のニーズに基づく人材育成・確保に取組み地域の総合力の底
上げを目指す。
ふるさと学習みずほ学と連携し、瑞穂町の魅力を子供たちに
伝える。

民間活力導入の必要性

説
明

説
明

№

教育部　図書館　文化財担当担当部署ふるさとづくり推進事業

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ａ目標を上回って達成できた。

３－２ 



【評価指標】

【予算・決算等の状況】

【住民等との協働に関する状況】

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働できない

該当に●を入力 シート事業全部の場合、シート事業全部に「●」を入力

一部の場合、事業名を入力

一部

シート事業全部

協働による効果
（見込み）

協働状況
（予定）

協働事業名
（予定）

●

（仮
称）瑞
穂塾の
開校及
び瑞穂
検定実
施に向
けた検
討を進
める。

（仮称）瑞穂検定を実施し、コーディネータを
１名以上育成する。

郷土資
料館で
のコー
ディ
ネー
ター活
動支援

郷土資
料館で
のコー
ディ
ネー
ター活
動支援

自然調
査と歴
史、観
光に関
する冊
子作
成、及
びアナ
ログ映
像等の
デジタ
ル化を
実施

春季の
自然調
査と自
然図鑑
の作成

平成30
年度の
（仮
称）瑞
穂塾の
立ち上
げに関
する職
員プロ
ジェク
トチー
ムの立
ち上げ
を行
う。

Ｈ26

Ｈ27 Ｈ28

事務事業名 ふるさとづくり推進事業

担当部署 教育部　図書館　文化財担当

行評要求

700 700

1,000

Ｒ3

指
標
②

指標名

コメント

他自治体の状況 自治体名

目　標　値

指
標
①

Ｈ26

単位

実　績　値 単位

他自治体の状況

指標名

コメント

2,443

決算額

2,443

19,999

年度 Ｈ26

事業費

地方債及びその他の特定財源

都支出金

国庫支出金

アドバイザー謝礼

決算額

内
訳

一般財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

ふるさとづくり推進事業委託料

（仮称）瑞穂塾　講師謝礼

（仮称）瑞穂検定運営委託料

コメント

Ｈ27 Ｈ28

33

Ｒ2 Ｒ3

9,608

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

749 749 749693 1,000

-10,391 2,443 33 693 1,000 1,000 749 49 49

決算額 決算額 決算額 行評要求 実計掲載 行評要求当初要求 査定後 決算額

9,605 693

1,000 1,000 749 749 749

33

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ2 Ｒ3

Ｒ元 Ｒ2Ｈ29 Ｈ30

№

（単位：千円）

目　標　値 単位

実　績　値 単位

自治体名

３－３ 




















